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研究成果の概要（和文）：(1)HIVに代表される性感染症の知識をどのようにすれば獲得できるかに焦点を絞り、
ランダム化比較試験(RCT)を実施した。(2)ウェブアンケートを実施し、性感染症に関する知識を増加させ、自分
の世代の感染数の多さを自覚することによって、危険な性行動を避けるようになったり、検査を受けるようにな
るかどうかをウェブパンフレット閲覧群と非閲覧群に分け、RCTで検討した。その結果、(1)については性感染症
について記載されたパンフレットを配布し、一定期間熟読させることで、配布しなかった群よりも知識が多くな
った、(2)については若年女性についてのみ知識が増加したが、行動変容にはつながらなかったことが分かっ
た。

研究成果の概要（英文）：(1) We conducted a randomized controlled trial (RCT) focusing on how 
knowledge of sexually transmitted diseases, represented by HIV, can be acquired. (2) We conducted a 
web-based questionnaire and the web leaflet. We divieded respondents into the leaflet reading and 
non-reading groups to determine whether increasing knowledge about sexually transmitted diseases and
 becoming aware of the high number of infections in their generation would lead them to avoid risky 
sexual behaviors or get tested in an RCT. The results showed that (1) distributing a leaflet 
describing sexually transmitted diseases and having the participants peruse it for a certain period 
of time increased their knowledge more than those who did not receive the leaflet, and (2) knowledge
 increased only among young women, but did not lead to behavioral change.

研究分野： 行動経済学　実験経済学

キーワード： 行動変容　性感染症　知識獲得　ランダム化比較試験
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　性感染症の知識を増加させる有力な方法の一つが明らかになったことは社会的に意義があると考えられる。オ
ーソドックスではあるが、資料を読ませることの効果は有効だった。資料は様々な公的機関が発行しており、容
易に入手できるため、作成コストはない。配布費用も電子媒体ならコストはかからない。印刷の場合に印刷費用
がかかるだけであり、総合的に知識獲得を促すためのコストは低い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
厚生労働省エイズ動向委員会によると、日本の HIV 新規感染者数および AIDS 新規感染者数

は 2018 年現在においては、過去数年の間ほとんど変化がない。世界全体ではこれらの人数はと
もに減少傾向にあるため、日本の HIV 感染および AIDS 発症に関する状況は深刻である。  

HIV に感染し、治療を受けるには高額な医療費が発生する。全額自費負担の場合一ヶ月あた
り 15 万から 20 万円の医療費が必要となるが、日本では現在様々な制度が存在し、HIV 患者の
経済的負担を軽くする（自己負担がおよそ 2 万円まで）措置がとられている。  
一報、日本では医療費の経時的増加が続いている。現況下で HIV に新たに感染する人数を減

らすことは国民の健康に寄与することは言うまでもなく、医療費の増加の抑制に役立つ。  
HIV 新規感染者を減らすには HIV に関する正確な知識を持つ者を増やす必要がある。内閣府が
2000 年まで実施していた調査を参考に、研究代表者は 2010 年度に東大阪市と共同で市内およ
び大東市に所在する大学（近畿大学、大阪産業大学など）に通う大学生約 400 名に HIV および
AIDS に関する知識をどの程度有しているか調査したことがある(小川, 2011)。そこでは、2000
年に実施された内閣府の調査結果よりも HIV 感染に関する知識を有する者の割合が少ないとい
う結果を得た。どのような方策を実施すれば人々、特に若者が HIV 感染に関する正確な知識を
持つのだろうか。そのような方策についてはまだ明らかになっていない。 
 
 
２．研究の目的 
 
コロナ禍が始まるまでは、日本では HIV 感染者の増加が続いていた。本研究では、将来感染

するかもしれない年代に位置する若者に対して HIV や AIDS の知識を普及し、それを定着させ
るために望ましい介入（知識確認試験での順位公開や金銭的インセンティブの付与など）を検討
する。ランダム化比較試験で厳密に介入効果を検討する。ランダム化比較試験では、性別や事前
知識などを基礎に大学生参加者をランダムに複数のグループに分ける。グループに分けた後で
バランステストを実施し、各グループの間の特徴に差がないことを確認する。このようにするこ
とで、グループ間では同質性が保持されることになる。 
これまで、性感染症に関する知識と経済的意思決定の相関関係を確認した研究は多いが、知識

を増やし、定着させる研究はなかった。一方、教育の経済学や開発経済学では、教育効果を高め
るための介入方法の研究などが進められてきた。本研究は後者の手法を前者に応用したのが本
研究で、その点において本研究の独自性が認められる。 
 
 
３．研究の方法 
 
２．研究の目的で述べたとおり、ランダム化比較実験を実施した。研究実施期間中に、新型コ

ロナウィルスの感染拡大のため、実験実施ができない時期が存在したが、最終的には 330 名ほど
のデータを収集することができた。関西大学ソシオネットワーク戦略研究機構に設置されてい
る経済実験室にて実験を実施した。参加者は 2回の実験に参加した。1回目と 2回目を 3週間空
けて実施した。1回目と 2回目の両方に参加した者が分析対象である。330 名のうち、30名ほど
が 2回目に参加できなかったため、分析対象から除外した。 
 まず、初回には参加者に性感染症に関する知識調査を行った。調査終了後、参加者をランダム
に三群に分け、そのうち二群に介入を施した。参加者は各群おおよそ 100 名だった。介入群に対
して 1回目の調査終了後に性感染症に関する知識獲得を促す資料を配付し、3週間後に実施した
2回目調査までに一読しておくことを依頼した。2つの介入群のうち、ひとつの群には 1回目の
調査終了時に集団の平均得点を表示する介入を加えた。 
 ３週間後に再び実験室に来訪してもらい、１回目と同じ内容の知識調査を実施した。１回目と
２回目の参加者の得点の差を群ごとに計算し、介入の効果があったかどうかを統計学的に検討
した。 
 
 
４．研究成果 
 
 分析結果は以下のようであった。（1）対照群も含め、すべての群で 1回目よりも 2回目の方が
知識に関する質問の回答が高かった。（2）しかし、対照群よりも介入群の方が知識はより向上し
た。統計学的には有意な結果が得られた。特に女性に対する介入が有効であることが統計学的に
示された。（3）介入群の間では知識向上の程度は統計学的に有意な差があるとは言えなかった。
また、性格特性などの変数と有意な相関が見られた。 



よって、本調査からは感染症に関する知識を配布し、読ませることが当該知識の向上に有効で
あることが示唆された。性感染症に関する知識の向上は性感染症の感染予防に寄与すると考え
られるが、本研究プロジェクトでは予防行動の調査まで踏み込めなかった。将来の研究では予防
行動を射程に入れたものにしたい。 
なお、以上の結果をまとめ学術論文として発表し、研究成果を公表する予定である。 
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